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本 稿 は、 現 代 ヨー ロ ッパ が、 単 な る統 一 で は な く、連 邦主 義 と地 域 主 義 とい うふ たっ の指 導

理 念 を 掲 げて 、 いわ ば 分 権 的 な 統 合 を実 現 しっ っ あ る こ と に着 目 し、 この現 代 的 な視 点 か ら近

代 ドイ ッ ・プ ロ イセ ン史 を再 構 成 す る可 能 性 を探 ろ うとす る もの で あ る。

ヨー ロ ッパ の分 権 的 統 合 と い う事 実 に着 目す る場 合、 まず留 意 され な け れ ば な らな い の は、

EEC、ECか らEUへ と い う戦後 ヨー ロ ッパ の統 合 に向 か う過 程 が、 ま さに それ を現 実 に支

え る地 域 政 策 の 発 展 史 に ほか な らな い とい う点 で あ ろ う。 統 合 空 間 の拡 大 、 例 えば ア イ ル ラ ン

ドや 南 欧 へ の拡 大 は、 当 然、 域 内 にお け る地 域 間 の社 会 経 済 的格 差 が拡 大 して い くこ とを 意 味

した。 だが ヨー ロ ッパ は、 地域 政 策 を発 展 ・拡 充 す る こ と によ って、 この域 内格 差 問 題 を 是正

しよ うとっ ね に努 め て き た。 そ して い まま さ に、 地 域政 策 ・構 造 調 整 政 策 の意 義 は、 ます ます

増 大 しっ っ あ る。 こ こ にわ れ わ れ は、 ヨー ロ ッパ にお け る地 域 生 活 へ の関 心 の高 さ を うか が い
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知 るの で あ る。

さ らに重 要 な の は、 ヨー ロ ッパ ・レベ ルの地 域 政策 は、 あ くま で補 完 的 機 能 しか 求 め られて

い な い とい う点 で あ る。 ヨー ロ ッパ に お いて は、 地 域 間 の構 造 調 整 が、 よ り小 さ な国 家 レベ ル

や、 地 方 自治 体 レベ ル で行 な わ れ て い る こと は、 自明 の前 提 な の で あ って 、 こ う した狭 い空 間

で達 成 で きな い広域 調 整 の み が、 統 一 機 関 の課 題 とな るの で あ る。 こ う した下 か らの重 層 的 な

地 域 間調 整 の構 造 は、 現 代 ヨー ロ ッパ に お け る地 域 生 活 へ の関 心 の高 さ と、 地 域 主 義 の伝 統 の

重 み を、 ま ざ ま ざ と感 じさせ る。

した が って、 ヨー ロ ッパ に お け る地 域 政策 の歴 史 的生 成 を追 跡 す る こと は、 現 代 ヨー ロ ッパ

を理 解 す る うえ で も、 近 現 代 史 を比 較 史 的 に構 築 して い く うえ で も、 きわ め て 現代 的 か っ 切 実

な課 題 で あ る とい う こ とが で きるで あ ろ う。

本 稿 は、 こ う した展 望 に立 って、 と くに ヨー ロ ッパ統 合 とEU地 域 政 策 を 牽 引 して い る ドイ

ッに対 象 を 限定 し、 この課 題 に第 一 歩 を印 そ う とす る もの で あ る。

と ころ で、 管 見 で わが 邦 の研 究 状 況 をみ るか ぎ り、 一 定 の先 駆 的 業績 を除 けば、 ドイ ッ にお

け る地 域 政 策 の源 流 を、 第 一 次 大戦 以前(第 二 帝 制 期)に まで 遡 って、 社 会 ・構 造 史 的 に把 握

して い こ う とす る試 み は、 ほ とん ど存在 して い な い よ うに思 わ れ る。

それ は まず 第 一 に、 ドイ ッ にお ける地 域政 策(Regionalpolitik,Regionalplannung,Raumord-

nungspolitik)と い った術 語 が 、 ワ イマ ー ル期 以 降 に な って 出 現 す る と い う事 情 が 影 響 し て い

る のか も しれ な い。 だが 、 それ 以上 に、 従 来 の政 策 ・構 造 史 の 方 法上 の 問題 が、 第 一 次 大 戦 を

境 に地 域 政 策 の歴 史 を寸 断 して しま って きた ので は な いか と考 え られ るの で あ る。 す な わ ち、

現 代 史 的 ア プ ロ ー チで は資 本主 義 段 階論 が 、 近 代 史 の ア プ ロー チ で は移 行 論 が、 従 来 の政 策 ・

構 造 史 の 本 流 で あ った た め、 政 策 基 調 の継 続 性 が 、 軽 視 また は無 視 され て しま った もの と考 え

られ るの で あ る。 また 資 本主 義 論 は、 一 般 に、 一 国 経済 社 会 の支 配 階級 を 問 お う とす る。 この

た め、 い まや と くに ヨ ー ロ ッパ で は色 槌 せ っ っ あ る 「国民 国 家」 の空 間 が、 い わ ば諸 階 級 に輪

切 りに され て しま い、 地 域 の個 性 に対 応 した地 域 政 策 の 出現 が十 分 照 ら しだ され なか った ので

はな いか と思 わ れ るの で あ る。

この 階級 支配 を 問 う視 角 は、 政 策 の本 来 の意 図(Begr伽dung)を 等 閑 に 付 して 、 法 律 文 面

や政 策 結 果 を、 階級 利 害 で解 釈 しよ う とす る、 従 来 の政 策 分 析 の方 法 に も反 映 され て い る。 し

か しな が ら この方 法 は、 一 定 の時 代 に政 策 を生 み 出 す 当事 者 た ち の問 題 認 識 や 、主 体 的 な 政策

志 向 を、 事 後 的解 釈 に よ って歪 めて しま う傾 向 が強 い よ うに思 われ る。 こ の こ とが、 地 域 政策

の源 流 を、 「地 域 政策 」 と い う術 語 が 出現 す る以 前 に まで遡 って い く可 能 性 を 、 従 来 の社 会 ・

構 造 史 研 究 か ら奪 って い た ので はな いだ ろ うか。 そ れ ゆ え本 稿 は、一 定 の 時 代 に政 策 を生 み 出

す 当 事 者 た ち の問 題 認 識 を重 視 す る。 そ の た め に ま た本 稿 は、 同 時 代 の 政策 論 に内在 して い く
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ことを重 視す る。

本稿 の時期対象 は、 さしあた り大不況期(1873-95年)に 設 定 され てい る。 なぜ な ら、 第 一

に、 この時期 に ドイッは 「工業化」 が急進展 し、都市 の発展 に対 して農村経済社会 の停滞が顕

著 とな ったか らであ る。 っ まり、近現代的な意 味での構造格差 問題 がは じめて発生 す るか らで

あ る。第二 に、大不況 期の真 っ只 中に、従来の階級 史観 では割 り切れ なか った諸 政策 が現出 し

てい るか らであ る。1890年 代前半 の 「新 航路」 時代 の諸政 策 が それで あ る。 ライ ヒ関 税改 革

(91年)と 、 プロイセ ンの税制改革(91/93年)、 地方制度改革(91年)、 内地 植民 政策(90/9

1年)と い った、 この時期 に集 中 して現 われた諸 改革 は、 それぞれ先行研 究 にお いて重視 され

て きたに もかかわ らず、十分体系的 に把握 された ことがないのである。他方、第二帝 制期を対

象 に入 れた地域政策史 の先行研究 の方 も、政策連関の視点 を欠 いた個別領域 ・事例 の研究 にと

どまってい る。 だが、 例えば、現代 ドイッの地域政策が連邦 法上 に出現 した ときには、すで に

EECの 関税政策 と共通 農業政策 が前提 となって いるのであ る。つ ま り、固有 の地域政策 だけ

を取 り上 げ ることは、構造 的な政策体系 のほんの一部分 をっかむ ことにしかならないのである。

以上 のゆえ に、 本稿 は、政策連 関を重視 し、地域問題 の視点 か ら諸政策 を体系的 にと らえ るこ

とに努 めた。

本稿 の課題 は、大不 況期の ドイッ とりわけプロイセ ンにおけ る地域政策論 の形成 と、 その歴

史 ・構造 的射程 を明 らか に しよ うと試 みる ことにあ る。

本稿 は主 たる一次資料 と して、大不況期 の社会政策学会(Vereinf伽Sozialpolitik)大 会議

、事録(1882-90年)を 使用 す る。社会政策学会 は、1980年 代 の諸改革 に多大 な影響を与え たのみ

な らず、 そ こでの論争 は、党派戦術 に大 き く左右 される議会討論以上 に政策論の本質 に立 ち入 っ

でお り、 かっ、政府部 内以上 に広範 な立場か ら展開 されているか らで ある。

第一部 市 場の再編 と大不況期 の構造格差問題

第1章 農工間の発展 較差の拡大

本章 は、大不況期の地域 問題 を、都市部 ではな く農村部 に限定 するための章で あ り、統計数

値 を用 いた概況の把握 が課題であ る。

ドイッ統一(1871年)以 降、交通改革 を決定的 なきっか けとして、国外産 の安価 な穀 物 が大

量 に輸入 され るようにな り、 ドイ ツ農業 とりわけエルベ川以東 の穀作地方 は、慢性的な不況 に

陥 った。 他方、工業 は、域内市場統一後 の鉄道 ブーム ・住宅建設 ブームに乗 り、 さ らに新興の

化学 ・電気部門 の発展 が続 き、 資本市場 の貨幣 を農業部 門か ら奪 い取 ってい った。東 エルベの

農業者 は、市場経済 に適応す るための改良資金 を手 に入 れ ることが難 しくな ったばか りでなく、

販売条件の悪化のため に経営維持 その もの も脅か されていた。農工間 の発展較差 は もはや不可
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逆 的に広 が り、地方 間の所得格差 は拡大 し、西 エルベの工業地 区 ・都市部 は、東 エルベか ら資

本 だけでな く人 口を も吸引 した。 これが、大不況期 のプ ロイセ ンにおける構造 格差問題の概 況

で ある。

第2章 プ ロイセ ン邦議会 における問題認識 一1890年 下院国鉄運賃改革 論争の分析 一

1980年 代 の諸改革 は立法 によって行われ る。 だが本稿 は、公式 の政策決 定機 関で はない社 会

政策学会 での政策論争 を主 たる分析対象 とする。 この隙間を埋め るのが、本章である。つ まり、

議会 において地域 問題が認識 され、かっ、地域 間格差 の是正が政策課題 と して広 く認識 されて

いるので あれ ば、 そ うした政治的土壌 のなかで生 まれ て くる政策 は、 た とえ術語 と しての 「地

域政策」 とい う名 を冠 して いな くとも、実質 的に地域政策 の本質を備え て い る可 能性 が あ る。

こ こで扱 う1890年 の国鉄運賃改革 案 は、流産 した。 だが、法案提出者 が求めたの は、 東 エル

ベ農村か ら西 エルベや首都ベ ル リンに富 と人 口が とめど もな く流 出 し、東 エルベの生活水準 が

低下 し、国内 の格差が広が りっっあ る(「 天秤皿 の一方 が落 ち、一方 が上がる」)よ うな現状 を、

「社会 的公正」 の観点 で正す ことで あった。 そ して、 その法案 の審議 を通 じて、 プ ロイセ ン国

会 にお いて は、東 エルベの地域 問題 に対す る政策的対応が必要 であ るとい う、超党派的 な合意

が得 られたので ある。

第二 部 社 会政 策学会における農村地域政策論争

第1章 ミアコフスキの問題提起報告 と農民の社会 的意義 をめ ぐる論争

一1882年10月9日 マイ ン河畔 フランクフル ト大会 一

「新航路」 期の諸政策 の体系 的把握を妨 げた最大 の要因 は、従来 の政策 ・構造史の問題 設定

その ものにあ ると思 われる。 それは、一 国支配階級 を問 うために、西 エルベの大工業 ブル ジ ョ

ワ階級 か、東 エルベの大農場所有 ・経営者 「ユ ンカー」階級力～、 という 「力 くらべ」 の対立 図

式 で、諸政策 を とらえよ うとした。そのため、大不況期 の農民層問題の位 置付 けが不十分 だ っ

たよ うに思 われ るので ある。大不況期 の農民 は、従来言われて きたように、 国家支配体制 ・ユ

ンカー支配体制 を支え るだ けの存在 だ ったのか。

大不況期 の社会政策学会 は、従来 の工業 ・都市偏重か ら抜 け出 し、農村 の社会 問題 を も包括

す る全構造 的 な枠組 みの社 会政策論 を構築 して い くことにな る。1882年 大会 の ミァコ フスキ報

告 は、学会の視野を拡大 す る画期 的な もので あったが、 これまでの ところほ とんど紹介 された

ことがない。 だが、彼 の報告 こそ、農村地域間の生活水準 の格差 を是正す るための政策的措置

を、新 しい社会政策 の課題 と して位置付 けるものだ ったので ある。具体的 には、彼 は、 農民層

を維持 す るための農地相続法改革 の必要性を訴 えた。

討論 では、 まず、農民層維持政策の必要性 の存否 が争 われた。 その結 果、農民 が、大不況 の
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下 で、農村 に定住 し続 け、地域の荒廃 を防いでいる とい う客観的事実 に、特別 な社会 的意義 が

認 め られた。 この社 会的役割 は、狭い空 間に最 も密着 した生活者のみが果 た しうる役割であ り、

不在地主 的な性格を帯 ざるをえない巨大地主 や、利潤追求 を優先す る大規模借地農 で は決 して

果 たす ことので きな い ものであ った。

次 に、農民 は大経 営 との競争 に耐 えぬ くことがで きるか ど うか、 という問題 が問われた。 討

論 で は、農民 は、個別経 営単位 と して は、大経営 の資本投下力 と技術改革能力 に決 して対抗 で

きるもので はな いことが痛 切 に認識 された。 だが、農民 を生産協同組 合や共 同購入 ・販売組 合

に組織 す ることがで きれば、十分 な競争力 を確保で きる とい う実践例が、 数 多 く挙 げ られ た。

そ こで は、広 域 レベルで地 方経済 を牽 引 し、地方行財政負担を引 き受 ける大土地所有者 と、 よ

り小 さな空 間のなかで綿密 な土地経営 を行 ない、地域経済 と地域生 活を改善する農民 との間の、

実践 的な役割分担 関係 の重要性 が指摘 された。

82年 大会 に よって、農 民層 の維持 は、地域政策の課題 と して位置付 けられた。 ミア コフスキ

の相続法改革論 は、 ほぼその まま討論 で も受 け入れ られ、 また現 にその後順次立法化 されてい

くことにな った。 だが討論 で は、 む しろ、相続法改革以外の手段 の必要性 が、広 く認識 され た、

のであ る。

第2章 関税論争 ・

続 く84年 大会 で は、 まず、農民層維持 の政策手 段 と しての穀物保護関税 の是非が激 しく争 わ

れた。東 エルベ穀作地方 の地域 問題 は、 当然、穀物 関税を引 き上 げ るベ ク トルに作用 した。他

方、西南 ドイ ッの商 品作物栽培地方 は、貧困 な零細経 営を多 く抱 え る問題地域で あ り、東 エル

ベの地域 問題 を穀物価格 の引 き上 げによって解消 してや るだけの余力 を もって いなか った。 こ

のため西南 ドイ ッの地域 問題 は、穀物関税率 を下 向 きに引 き付 ける作用 を もった。 さ らに、各

地方 の地域生業者 を重視す る立場 か らは、穀作の切 り捨 てで も消費者 の抑 圧 で もな く、 「ほど

ほ どの」穀物 関税 の引 き上 げが要請 され た。84年 大会 の関税論争 は、一貫 して地域問題の認 識

によ って牽 引されたが、議論 は大 いに紛糾 し、結局 「農民層 の維持 に特別 に適切な手段 とは見

倣 されない」 とい う線 で総括 された。

第3章 地域政策 と地方財政改革論

だが84年 大会 では、関税 問題が混迷 した一方 で、構造 的な枠組 みを もった地域政策論 が形成

される ことにな る。

まず第一 の成果 は、学会独 自のア ンケー ト調査 によ り、 それ まで全 く不明であ った農村 の地

域問題 の詳細 が明 らか にされ、農村の社会問題 の所在 が明 らか にされ たことである。すなわち、

大不況期 の農民層 を存続 の危機 に曝 したの は、 まず現金調達の困難で あ り、 そ してそれに絡 ま

る悪質 な債務 の累積 と、実際 の現金拠 出能力を踏 み越 える地方税負担の増大 とであ った。
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討論 で は、農民向 け信用組織の整備が、何 よ りも急務で あると認識 された。討論 の経 過 を特

徴 づ けたの は、国家 による過度な農民保護 ではな く、農民 による自助組 織の編成 と、そ して地

域 か ら地 方、 そ して国家 にまで いた る、下 か らの社会編成が重視 され たことで ある。 こう した

「地域密着型 の(10kalisiert)」 自助組織 によ る地域経済 の振興 と、地 域組織 を連 合 して い く こ

とで実現 される社会経済全体の分権 的編成 は、国家 による集権的支配を抑 制す る ものであ ると

考 え られた ので ある。

だが、 農民 の自助組織が 自生 す るための歴史的 ・客観的条件 は、地方 ごとに大 き く異 な って

いた。西 南 ドイッで は、伝統的な耕作共 同体 が維持 されて いた。 と くに地 域共 同体 の共 有資産

は、農民 を あ らたな協 同組合 に編成 す る実体的 な核 とな り、かっ、財源 とな ったのであ る。 ま

た北西部 で は、共同体 資産の多 くは分割 された ものの定住農 民 の共同体 の枠組 みその もの は健

在 であ り、農民向 けの信用組織 もはや くか ら整備 されて いた。 これ に対 し東 エルベの農村では、

大土地所 有者が地方経 済で圧 倒的な意義 を占めて いただけに、地域 レベルの農民 向 けの信用組

織 は未発 展で あ り、 しか もかっての農民共 同体 は、 いわ ゆる上か らの改革 の過程 で、 す っか り

解体 されて いたのであ る。っ まり、穀価崩落 の下で、農民の 自助組織 を最 も必要 と していた は

ずの この地方 こそ、 その ための歴史 的前提条件 を最 も失 って しまった地方 だ ったのであ る。 そ

れゆえ、東 エルベで は、協 同組合創設 のための行政側の積極 的な役割 が一層要請 され るのであ

るが、 それ にはまた もや、 資金調達 の問題がか らまった。 すなわ ち、地 方財 政 の問題 で あ る。

ところで、 プロイセ ンで は1891年 に所得国税改革(累 進税率 の導 入)が 、 続 いて93年 に は、

地租 ・建物 国税の廃止 と同税 源の地方 自治体への移譲(地 方付加税制度 か ら税源分離原則 への

移行、 いわゆ る両税移譲)が 行 なわれる ことにな る。 ところが、従来 の政策 ・構造史 の解釈 に

よ ると、所 得税 改革 は明 らかに応能主義 を強化 したの に、両税移譲 では逆 に、 たん に都市 を犠

牲 に して、東 エルベの大土地所有者 が利得 したかの ような評価 が下 されてい る。 だが この問題

ゲ マ イ ン デ シ ュタ ッ トゲ マ インデ ラ ン ト ゲ マ イ ン デ

は本来 な ら、地域 レベルの基礎 自治体(都 市 自治体、農村 自治体)の 財政構造 の比較検討 を要

す る し、 また両税移譲 が、東 エルベの大土地所 有者 にで はな く、農民 に とっていか なる意味 を

もっ か、 とい う点 の考察 を も要す るはずで ある。

大不況期 におけ るゲマイ ンデ財政 の発展 傾向を、 その絶対額 につ いてみ るな ら、明 らか に農

村 よ りも都市 で急増 していた。 このゲマイ ンデ税負担 の急増 に対 して、 プロイセ ンのゲ マイ ン

デは、都市 ・農村 の別 な く、消費税 を嫌 い、 直接税 の増徴 によ って対応 した。 とくに都市では、

累進的性格 を もっ地方所得税 を自発的 に導入す る ことで、応能的 に対応 して いこうとす る傾向

がみ られ た。 これに対 し農村で は、農民 が、土地所有者 として の割 り増 し負担を 自発 的 に引 き

受 ける ことによ って、 やは り応能的 に対応 したのである。 そ して ここに、地域社会 の伝統 的な

応能主 義的構成が、地方税 の急増 という新 しい事態 に対応 しなが ら、 自発的 に発展 ・継承 され
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て い る こ とを確 認 で き るの で あ る。

と ころ が、 地 方 税 負 担 は、 そ れ ぞ れ の地 域 の給 付 能 力 を鑑 み れ ば、 都 市 で は な く、 明 らか に

ゲ マ イ ン デ

農村 において、住民 の過重負担 を招 いていた。 と くに農村部 では、基礎 自治体以外の広 域の地

方 公共 団体(州 ・郡 ・学校 ・教会 など)の 地方税負担が都市部 よ りもはるか に大 きか った。都

市 ゲマ イ ンデ は所得税 の累進化 によ り、新 しい給付行政の分野 に踏 み出 して い くだ けの財政給

付能力 の余 力を もって いた。 これに対 し、農村部で は、土地所有者 の応能的 な負担引 き受 けそ

の ものが、 すで に限界に逢着 しっっ あ ったのであ る。 このため、都市 ・農村間 の行政サ ー ビス

の水準 の格 差 は、 ます ます広が った。 しか も、入ロ と社会経済 の流動化 に ともな って、農村部

にお ける行 政水準 と生活 環境の質 的引 き上 げは、過疎化を食 い止 め るために も、 いまや不可欠

とな っていたのであ る。 地域の給付能力 の観点か らみ た財行政 格差 は、 ここにおいてまさ しく

全構造 的な問題 とな ってあ らわれていたのである。

こ うした背景の下で、1884年 の社会政策学会大会 は、地方財政改革論 を全構造的 な問題 と し

て扱 った。 学会で は、1877年 に一 度、地方税問題が討論 され たことがあ ったが、 そ こで は農 村

部 の問題 は全 くといって いいほど等閑視 されていた。だが84年 大会 では、農民 を維持 し、 農杜

地域社 会の応能主 義的構 成 を回復 す るための財政構造改革 と して、税源分離論、国税地租廃止

論、 税源移譲論が展 開 され た。 と くに、84年 大会 の報告者 コンラー トは、地域政策 の構造 的 な

枠組 みを提 出 して いた。 彼 は、穀物 関税 にっ いて は、地域 間格差是正 の効果 を疑 ったが、 その

かわ り、東 エルベの地域 問題のためには、 プ ロイセ ン国税地租 の原則廃止 を求 めた。彼 は、国

税 の一部を廃止す ることによって、農民 の現金拠出余力を拡大 し、農村 自治体 の財政力 を強化

し、 もって、「地域密着型」 の 自助組織 の編成を促進 し、東 エルベ農村 の経 済社会 を下 か ら振

興 し、地方 行政水準の格差 を是正 してい こうと考え たのであ る。

第4章 地 域開発構想 一1886年 大会 におけ る内地植民政策論 一

新航路期の諸政策の うち、階級史観 に よる体系的把握 にとって最 も障害 とな ったあは、 ほか

な らぬ農民層 の創出政策、す なわ ち内地植民政策で ある。 その漸進的改良路線 が独 占資本 の利

害 も、「ユ ンカー」 の利害 も、貫徹 させ なかった ことを特徴 としたか らで あ る。 プ ロイ セ ンに

おけ る内地植民立法 は、社会政策学会の有 力 メンバ ーであったシュモラーや ミーケル、 ゾムバ

ル トらの政府へ の働 きか けが、決定的 に作用 して成立 した もので ある。

1886年 大会 では、内地植民政策 は、人 口移動 の偏 りに歯止 めをか け、工業 の過剰生 産 を抑制

す るとともに、東 エルベ農村 の地域 を維持す ることが第一 の 目標 とされた。東 エルベの土地問

題 は、大土地所有者 が、総面積 の半分前後を 占め るとい う 「不健全」 さにあ った。 したが って、

政策課題 は、大土地所有者 に地方経済社会の牽 引者 として の役割 を従来 どお り担 わ せ たま ま、

大農場 の一部 を分割 して、 そ こに農民を入植 させ、地域 レベルの消費需要 を開拓 す ること、 そ
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して、 この地域市場経済 を土台 に してゲマイ ンデ自治 の発展 を実現す ることであ った。 とくに、

東 エ ルベ農村 にお け る内地 植民 は、 現実 には、 大 土地 所有 の 固有 の 自治 空 間 「領地 区域 」

(Gutsbezirk)を 分割 して、 そ こに新 しいラ ン トゲマイ ンデを造 成 し、 入植 者 の新 しい生 活関

係 と自治生活 を創造す る ことにほかな らなか った。 それ ゆえ、 国家の強力な干渉 に よる紋切型

の大規模開発事業 ではな く、地域の個別現状 にあわせ た入念 な植民 が要請 された。

第5章 プロイセ ン農村地方 制度改革構想 の形成

一1890年 大会討論 ・現状報告者提言 の構造的射程 一

財政 と行政制度 は、 い うまで もな く、不可分 の両輪を なす。現代 ドイッの連邦共和 国基本法

は、一方 で は連邦 と邦 国の間の財政独立主義 を明記 し、ゲマイ ンデ税源 としての対物 ・収益税

を保障す ることによって、連邦主義 と地方分権 に現実 的な根拠 を与 えている。 ここでさ らに注

目され るめ は、ゲ マイ ンデ連 合が、基本法上、単位ゲマ イ ンデに準 ず る扱 いを受 けている こと

であ る。

大不況期 の社 会政策学会 の活動 は、内地植民 政策 によ るゲマイ ンデの造成、税源移譲 による

ゲマ イ ンデ財政 力の強化 とい う政策課題を打 ち出 したのち、っ いに1890年 の大会で東 エル ベの

ゲマイ ンデ制度改革 を具体的 に取 り上げ ることで、一定 の到達点を示す ことにな る。 しか も地

域 問題 と しての東 エルベのゲマイ ンデ行 政の停滞 は、西 エルベ との地方制度の相違 にも由来 し

て いたのであ る。

西 エルベの農村 では、地域 レベルの 自治体 として のラ ン トゲマイ ンデを一挙 に併合 した 「統

合村」(Samtgemeinde)制 度 が行 なわれて いた。 この広域行政村 の存在 によ り、地方の給 付能

力 は確保 され、 ルール地方の劇的な工業発展 を支 える基盤整備事 業が展 開 されたのであ る。 だ

が この 「統合村」制度 は、 た しかに純然 たる合併村で はなか った ものの、地域 レベルのゲマイ

ンデの財政 自主権 を、 ほぼ完全 に奪 っていた。 このた め、統合村 は地域社会 に対 して集権的 な

官僚機構 とな って あ らわれた。 これに対 し地域 住民 側 は、 む しろ行政 機構以 外 の社会 的 組織

(カ トリック教会 や協 同組合 など)に よって、 自治 を展開 させて いたので あ る。 この よ うな地

方 内の対立 を孕みなが らも、地方行政の水準 は相対 的 にみて高 か った。 それ は、一 方での統合

村制度 の存在 と、他方 での地域共 同体資産 という財 源によ って支 え られ た もので あった。

これ に対 し東 エルベでは、統合村制度 は存在 せず、大土地所有者(グ ーッヘ ル)の 「領 地区

域」 と、農民 的な ラン トゲマイ ンデとが、地方 自治 の基礎単位 と して併存 していた。 グー ッヘ

ルは、教会 ・学校 などにっ いて は地域 のバ トロナー トで あ り、 ゲ マイ ンデに伝統 的に支援 を与

えていた。 だが、地方行財政へ の要請 が高 ま るなか で、団体資産を もたなか った東 エルベのゲ

マイ ンデの給付能力 は限界 に達 し、 それが西 エルベ と東 エルベ との間の行政水準 の格差 を押 し

広 げる要因 とな ったのであ る。 したが って、領地区域法制 を一挙 に廃止 し、 ゲマイ ンデ と一斉
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合併す る ことが、最 も容易 に地方の給 付能 力を確保 で きる方策で ある との主張が、一方 で出 さ

れて いた。

こ うした背景 のなかで、90年 の学 会で は、合併 による広域統合村の造成 が、地域 か ら行 政 を

解離 させ る もので ある ことが指摘 され、それよ りもむ しろ目的連合の形成 によ って、地方 の給

付 能力を確保す る ことが適切 と見倣 された。 とくに連合 の形成 は、必要 に応 じて、地方 のイニ

シァチヴによって、地域の現実 に合 うかた ちで進 め られるべ きことが強調 され、それ と同時 に、

西 エルベの工業 ・都市部が、東 エルベの過疎化農村 の負担を、能力 に応 じて引 き受 け ることに

よ って、地 域間の応能主 義的負担調整 を行 な うことが要請 された。学会 で は、 このよ うに、地

域 間の重層 的な水平調 整が重視 された。

これ らの構想 は、1891年 の東部農村地方制度改革法 にお ける目的連合規定 の採用 と、91/93

の財政改革 に よって実 現 さることにな った。

結論

以上 のよ うに、本稿 は、大不 況期 の社会政策学会 にお いて諸 政策論 が形成 されて くる過程 に1

内在 し、「新航路」期 の諸政策 を体系的 にと らえ る可能性 を探 ってみた。

1882年 以降 に同学 会で形成 された農村 の社会政策論 は、 その具体 案 の核心 部分 につ いて は、

ほぼ どれ もが90年 代 の現実 の改革 に結 びっいて いる。 そのなかで、特定地域 を対象 としたの は

プ ロイセ ンの州別相続法 改革 と、1886年 の植民法、そ して91年 のゲマイ ンデ制度改 革 だ けで あ

る。 だが、 よ り広域 の諸 政策 にっいて も、地域問題 に対 す る認識 と、構造格差問題是正 とい う

基本方針が貫 かれて くること、 ここに政策連関の決定 的重要性 がある といえるだ ろ う。

西南 ドイッ農村 の地域 問題 は、東 エルベの地域 問題 とは異 な って、商品作物 を栽培す る貧困

な零細農の問題 にあ った。 この地域問題 は、穀物 関税 を切 り下 げ る方向 に働 いた。 そ して1891

年 の新航路通商政策 は、85年 、87年 と二度 にわ たって引 き上 げ られた穀物関税 を再 び引 き下 げ

た。無論、通商政策 の問題 は輸 出工業利害 との関連 のなかで問 い直 され る必要があ るが、 いず

れ にせ よ、西南 ドイ ッの地域 問題 が、東 エルベの穀作地方 向けの地域政策 を、関税政策以外の

方向、っ ま りプ ロイセ ン内政 の領域 に押 しや る性 質を強 くもっていた とい うことは、 ほぼ確認

で きた。

次 に、 プ ロイセ ン内のエルベ東西間 の構造格差 問題 は、実 に、土地政策、協同組合促進政策、

行政改革、財政構造改革 のすべてを引 き付 けて、 それ らの諸政策 の課題 を、 ある一 点 に集中 さ

せて いた ことがわか る。 それ は、東 エルベの過疎化 と地域 の荒廃 を食 い止 めるため に、 地域 に

最 も密着 した生活者 と しての農民 を、維持 し、創 出す ること、 そ してそれ によって東 エルベ農

村 の地域市場 を発展 させ、 ゲマイ ンデ自治 を振興 し、 エルベ東西間 の構造 格差 問題 を是正 し、
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もって、国家 の集権的支配 に対す る分権 的な社会構造 の全体的構築 を達成 す ることであ る。 こ

れが、大不況期 の社会政策学会が打 ち出 した政策体系 であ った。 こうした構造的枠組みを もっ

た こ うした諸政策が、実 に90年 代 に立 て続 けに実現 される ことになるので ある。 こう して み る

と、従来 の階級利害で割 り切れなか った新航路期 の諸政策 は、 まさ しく地 域政策 ・構造 改革 と

しての体系性 を もって いるといえ るだ ろう。

さ らに、大不況期 の社会政策学会 の一連 の地域政策論 は、っね に、応能主 義 と水平 的な連合

の原理 によって、地域 か ら地方、 国家へ と、社会構造全体 を分権的 に編成 しようとす るもので

あ った。 この構成原理 は、全 くの相似物 を、現代 ドイッの連邦共和国基本 法のなか にも見出だ

す ことにな る。 この点 で、大不況期 の地域政策論 は極 めて長 い歴史 ・構造 的射程 を もってい る

もの と考え られ る。それだ けに、地域 の視点か らの近代 ドイッ史の再検討、 と くに地域 政策 の

構造史 的研 究が、 急務 の課題 と して、改 めて認識 され るのであ る。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論文 は、大不況期 の ドイッにおけ る農業 と工業間の不均等発展 によ って生 じて きた東西 の

地域構造 格差を、 同時代の統計 資料 に基づ いて確定 してい く第一部 「市場 の再編 と大不況期 の

構造格差 問題」並 びに、 そ う した客観的 な条件 を背景 と して噴出 して くる諸政策論争(穀 物保

護 関税、地方財政改革、 内地植民政策、地方制度改革)を 、特 に ドイツ社会政策学会 における

「農村地 域政策」論を媒介 と して相互連 関的に関連づ けるとともに、 その論理 連 関 の形 成 内容

を解 明す る、第こ二部 「社会政策学会 における農村地域政策論争」、 この二 っ の部分 か ら構成 さ

れている。第一部 では、数量的 ・客観的な ドイ ッ帝 国統計資料集が、第二部で は、社 会政策学

会議事録 がそれぞれ実証研究 の基本資史料 と して充分 に駆使 されている。

序論で は、本論文 の課題が大不況期の諸改革政策 を貫 く一本 の導 きの糸をなす、農 村地域政

策論が、 いかな る歴史 的背景 の下 に、 どの ような政策論争 を経 て形成 されて きたのか。そ して

そ の 「地域政策」論が いかな る論 理構造 をなす もので あ り、同時 に近現 代 ドイ ッ史上 いかな る

歴史的射程 を もっ ものであるのかを解明す ることにある ことが提示 され る。

第一 部、第1章 「農工間の発展 格差 の拡大」 においては、 まず大不況期 ドイ ッの社会経済構

造 の基 本特徴 をな した工業的西部 と農業的東部 との間の不均等発展の実態を把握 することによっ

て、諸 政策論争の客観的条 件が明 らかにされて いる。

その上 で第2章 「プロセイ ン邦議会 における問題認識」 で は、大不況期東部 ドイツ農村 の基

本 問題 が、 労働力人 口の西部工業地帯へ の移動、ユ ンカー的大土地所有地帯 である東部 ドイッ
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農村 地域社会の解 体 にあ ること、 そ して この事態 に対 してプ ロセイ ン邦 国議会 レベルで は、 階

級対立 を越 えて いわば 「地域政策」 的対応の必要性 が共通認識 とな って いた ことが確認 されて

い る。

以上 を前 提 と して、第二部 では、 ドイッ社会政 策学会 における政策論 争 が分析 されて い く。

同学会 は、学者 のみな らず政策担 当の実務 派官僚 を も含 む組織であ り、 階級対立 を全面 に押 し

出 した邦 国議会 や帝 国議会 のよ うな 「政治の言葉」 か ら解放 されてお り、政策立案 と政策執行

過程 に深 く関わ る官僚層 に対 して大 きな影響 力を もって いた。

まず第1章 「ミア コフスキの問題提起報告 と農民 の社会的意義 をめ ぐる論 争」 に おいて は、

1882年 フランクフル ト・アム ・マイ ン大会 で の ミア コフスキ によ る農 民層維 持 によ るいわば

「地域政 策」 の政 策構想 が解 明され る。 その特徴 は、大土地所有 と農民層 との役割 分担 によ っ

て地域 を維持 して い くため、何 よ りも農民経営 における相続法 の改革(分 割相続か ら長子相続

へ)を 提案 した もので あった。

次 に第2章 で は、1884年 の社会政策学会議事録 に基づ いて、 この時期 の農業保護関税論 争 の

中で、地域問題が どのよ うに現れて きているのか、が考究 される。関税政策の特性 と して、 ド

イッ帝国(ラ イ ヒ)全 体 に一 律 に適用 され ざるを得な・いために、 この論争 にお いて は 「地域 政

策 論」が、基礎食料 自給政策(ハ ー ヴェル、ハ イル)論 や農村地域市場開拓論(ア レン ト)の

形 で出て くるとはいえ、 まだ萌芽 的な存在で しかな く、 関税政策論争の帰趨 を決 す るものでは

なか ったことが指摘 され る。

第3章 で は、研 究史上、 いわゆ る 「両税委譲」 問題 と呼ばれて きた地租、家屋税 の邦国(ラ

ン ト)か らゲマイ ンデ(市 町村)へ の委譲 をめ ぐる論争 のなかで、「地域 政策 」 の体 系的 な戦

略構想 が登場 す ることが発見 されている。即 ち、原則 的な自由貿易論者 であ るコンラー トが提

起 した税制 改革論 が、邦 国税 であ る地租の廃止 によ って、東 エルベ農民 が手 にす る余力 を協 同

組 合財 源な らびにゲマイ ンデ自治財源へ と振 り向ける ことによって、 「下 か ら」地域 を再建す

るとい う 「地域政策」 の内容 を もっ ことが解 明 されている。

第4章 で は、研究史上、 ユ ンカー的土 地所有 の制限 の下 に零細農民 な らびに労働者階級 に対

す る土地再分配政策 としてのみ扱 われて きた1886年 のいわゆ る 「内地植民政策」 をめ ぐる社 会

政策学会 内の論争 が分析 され る。 その結 果、学会内 の論争の主流 を形成 したゾ ンバ ル トや シュ

モ ラーの主張 が、1882年 の ミアコフスキの地域政策論 をさ らに発展 させ、小農民 の実質 的 な定

住化 を構想 してお り、同時 にそれを挺子 とした東 エルベ農村 自治体再生 を意図す る 「地域 開発

政策」 であ った ことが明 らか にされている。

第5章 で は、1880年 代 の社会政策学会論争 の集大成 をなす報告集 『プロイセ ン農村 ゲマ イ ン

デの現状 と改革』(1890)を 分析す る ことによって、関税政策 論争 を起点 と して展 開 され た政
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策体 系が財政 改革、 内地植民政策 を媒介 と して地方制度改革論 として行政制度改革 を提起す る

に至 った ことが解 明されている。 その際、社会政策学会 の主流が構想 した東 エルベ農村制 度改

革 の基本線 は、単 な る西 エルベ農村のザ ム トゲマイ ンデ(統 合村)制 の導入で もな く、 またユ

ンカーの支配 す る領地 区域(グ ーッベチ ルク)へ のゲマイ ンデの合併で もなか った。そ うで は'

な く、「目的連合」 と東西 エルベ地域間 の 「水平的な財政調整」 を基本 と して、 ゲマ イ ンデ の

主体性 を尊重 した農村地方制度改革論(ギ ールケ)と して提起 されて いた ことが明 らか にされ

てい る。

以上 の分析 によ って論文提 出者 は、 研究史上、関税政策、財政政策、社 会政策、 土地 政策 と

して全 く個別 的にのみ追求 されて きた大不況期 の ドイツ社会政策学会内の論争全体 を貫 く体 系

と して の農村 「地域政策」論 を発見 してい る。 この点 に論文提出者の研 究の独 自性、独創 性が

認 め られる。即 ち、社会政策学会 は本来、大不況期 における ドイッがかかえていた根本 問題 を

東西 ドイツの不均等発展 に求め、東部 ドイツ農村救済 のための 「地域政策」論 とい う体系 的な

一 本の糸を追求 して いたことを論文提 出者 は発見 したのであ る。 しか も、従来 の研究史 が論争

の階級利害還元的 な処理 によって、政策構想や論争 の もっ歴史 的射程 を狭 く第二帝政期 に閉塞

させていたの に対 して、論文提 出者 は、・それを現 代の ドイッ連邦共和国基本法(1949年)に ま

でっなが る ものと して新 たな視点 か らよみがえ らせたのであ る。

資史料 の緻密な考証 に基づ く実証研究 の成果を踏 まえて、論文提 出者 は、新 たな ドイッ近代

史研究 のパ ラダイムを提示 している。

よ って本論文 の提 出者 は、博士(文 学)の 学位 を授与 されるに充分 の資格 を有す る もの と認

め られ る。
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